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　　One public vocational training program for unemployed people is outsourced to private training 

facilities, in which case the employment rate is judged to be an indicator of the success or otherwise 

of the program. In this paper, a survey was conducted on 417 people who have participated in a public 

vocational training program that was outsourced by local authority "A" to a private training facility 

"Z". An analysis was conducted specifically with regard to the attributes of the vocational trainees, the 

positioning of theirvocational training, and their employment situation. Although it is thought that public 

vocational trainees have high homogeneity in the sense that they "undergo short-term vocational training 

to find employment", the trainees in this case were quite diverse and could be classified into four types.

Furthermore, it also became clear that there is a difference in the positioning of the vocational training 

that has a considerable influence on a trainee’s chance of employment. It is suggested that vocational 

training be carried out on the basis of the actual circumstances of the public vocational trainees, and that 

employment assistance should be provided through interactions with the trainees rather than through any 

one-way assistance.

《Summary》

Typificationand the Employment Rate amongPublic Vocational Trainees 
- PA consideration of the attributes of being a public vocational trainee for clerical workers and 

the difference in positioning with regard tovocational trainings -
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１．はじめに

　第 4次産業革命を迎え，電子部品業界の動向が

注目されている。電子部品を製造・販売する企業

ではどのような経営が行われているのであろう

か。村田製作所では，経営機能の各要素の「競争

力と総合力」を企業価値として捉え，それを「無

形資産の競争力」と呼んでいる。企画力，商品開

発力，技術力，ブランド，人財など数字に表れな

い力が重要であり，バリュ－チェーンとして，企

画から，開発，商品設計，購買物流，製造，販

売，サービスといった事業活動を連携させ，さら

に機能スタッフと連携させることを重視している

（藤田，2017，3 頁）。

　それでは，経営職能とその成果である利益とは

どのような関係がみられるのであろうか。中西

（1973）によれば，経営統制のための短期損益計

算において算出される利益は，経営構成ならびに

管理態様の表示としての経営利益であることを要

するだけではなく，その発生源泉であるそれぞれ

の経営活動領域について計算されたものでなけれ

ばならないと指摘している。そのうえで，この問

題は利益分割（Problem der Erfolgsspaltung）の

問題であり，各部門の経営管理者の経営態様にも

とづいて利益を算出することにより，分権的経営

管理における統制も可能となると述べている。

　企業の競争力の源泉が各職能部門のコンピタン

スとその総合力にあるとすれば，各職能部門がど

のように利益の創出に貢献し，利益の分配に与っ

ているのかが問われている。

　そこで，本稿では，村田製作所を事例として取

り上げ，利益分割の視点から同社の職能部門，と

りわけ，製造部門（製造子会社）と研究開発部門

がどのように利益を創出し，その分配に与ってい

るのかを公表されている文献と財務データをもと

に明らかにする。

2. 先行研究のサーベイと本稿の課題設定

2-1.　村田製作所の内部振替価格

　村田製作所グル－プでは，（株）村田製作所が

各種電子部品の中間製品である半製品を生産し，

これを国内外の関係会社（製造子会社）に供給す

る。（株）村田製作所は，自社内及び国内外の関

係会社（製造子会社）で完成品まで加工した製品

を国内外の得意先及び販売会社へ販売している。

　同社の内部振替価格には，製造子会社に半製品

で売る価格，製造子会社から買い上げてくる価

格，海外の販売会社に売る価格がある。各事業体

の独立採算を追求するうえでは，その基準が必要

であり，同社では，原価を基礎として価格を設定

している（藤田，2004，46-47 頁）。

　同社の内部振替価格は，品名ごとの標準原価と

標準利益を積み上げて設定した標準価格によって

行われている。「実際の原価は様々な要因で変化

するが，操業度，材料消費量，材料単価，作業時

間，労務単価，良品率等の原価を決定する諸要素

を考慮した標準としての原価を見積る基準を設

け，この基準に準拠して算定した標準原価に標準
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利益を加えた価格で製造部門間や製造部門と販売

部門との取引」（泉谷，2001，82 頁）が行われて

いる。製造部門間の内部振替価格は，生産過程に

おける主要な損益管理区分である原料，窯業，加

工組立の各段階の間で設定されている。

　同社では，標準利益はその部門（工程）に投下

されている使用資本に対する利益として計算され

ている。使用資本利益率は，売上高利益率と使用

資本回転率の積であるので，標準の使用資本回転

率を用いて売上高利益率に変換し，個々の品名ご

とに計算された標準原価に標準利益を加えて標準

価格を設定している（1）。製造部門の場合の使用資

本は，売上債権と棚卸資産，機械装置や建物等の

生産活動に必要なすべての固定資産を含めている

（泉谷，2001，82 頁）。

　村田製作所グループでは，法人単位の製造子会

社と本社の販売部門との間でも内部振替価格が設

定されていて，標準原価に標準利益を加算した金

額で取引を行う（図 1）。これは，製造子会社に

とっては工場売上高となり，販売部門では商品仕

入高となる。販売部門は，製造子会社から完成品

を内部振替価格にて仕入れ，これを顧客に販売す

る。この際，顧客への販売価格から製造子会社が

販売部門に供給する価格を引いたものが営業粗利

益である。すなわち，営業粗利益＝販売価格－仕

入価格である。この営業粗利益から販売費や本社

としての一般管理費，研究開発費のうちの基礎研

究費が賄われ，その残りが本社利益となる。この

本社利益に工場利益（販売部門への内部振替価格

に対する工場の利益）を合わせたものが営業利益

である（泉谷，2001，108 頁）。

   同社で採用されている製造子会社と販売部門

（本社）との間の内部振替価格についてみると，

営業利益が工場利益と本社利益に分割されてい

て，製造子会社は工場利益を獲得し，本社は本社

利益を獲得している。しかも，工場利益と本社利

益を合わせたものが営業利益であり，内部振替価

格を通じて，営業利益が工場利益と本社利益に分

割されている。これは，利益分割の問題であると

いえる。

　しかも，同社の内部振替価格は原価に利益を加

えて設定され，その原価はそれぞれの製造子会社

が原価計算の規準にもとづいて計算する。さらに

同社では内部振替価格の改定を半期ごとに行い，

本社が標準的な営業粗利益を確保し，製造子会社

も適正利潤を取れる原価を当面の達成すべき原価

目標としている（藤田，2004，48-49 頁）。

　このように，村田製作所では，内部振替価格に

もとづいて製造子会社と本社との間で利益分割が

行われている。それでは，利益分割とはどのよう

な概念なのであろうか。ここでは，多国籍企業の

国際移転価格 (International Transfer Pricing) に

焦点をあてて考察する（2）。

　

2-2.  移転価格と利益分割

　利益分割（Profit Split）とは親会社と子会社と

の間で利益を分割することである。利益分割法

は，各関連当事者の営業利益を合算し，これをそ

れぞれが寄与した貢献度に応じて当該利益を分割

する方法である。

　現行の OECD のガイドラインにおける利

益分割法の具体的方法論は，残余利益分割法

(Residual Profit Split Method、RPSM)， 貢 献 度

利益分割法，比較利益分割法の 3つである（森，

2014，58 頁）。近年，経済活動に占める無形資産

取引の比重が増えており，これに係る移転価格税

制適用の問題がクローズアップされている。こ

の 3つの方法のうち，無形資産取引に適用できる

独立企業間価格算定方法をベースにしているのは

RPSM だけであり，本稿では RPSM について考

察する。

　RPSM は，検証対象企業の機能をルーティン機図 1　内部振替価格と「利益」
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能（流通，組立，製品生産，部品生産）とノン

ルーティン機能（ブランドマーケティング，製品

計画，製品開発，生産技術）に区別し，それぞ

れの機能に応じて利益を帰属させる方法である。

ルーティン機能に係る利益（基本的利益）は，独

立した比較対象企業の財務データから算出するこ

とが可能である。しかし，ノンルーティン機能に

係る利益については，無形資産のもつ独自性がゆ

えに外部の独立企業の財務データを用いることは

難しい。そのため，関連者の合算利益から基本

的利益を控除した残余利益を双方の関連者のノ

ンルーティン機能への相対的貢献度で分割する

（森，1996a; 森，2014）。

　この RPSM ではルーティン機能とノンルー

ティン機能に機能ごとの利益率の差異が発生する

ことを前提としている。すなわち，無形資産のみ

が残余利益もたらすことが前提となっている（3）。

このため，RPSM には次のような問題点が指摘さ

れている。

　Alltop and Hach (2006/2007) は，残余利益のす

べてが無形資産から生じるのではなく，無形資産

の影響を切り離して，ライセンシーである製造子

会社が経営成果 (management performance) を向

上させることによって利益を増大させた場合，そ

の残余利益の一部は製造子会社に帰属させること

ができると指摘している。別言すれば，ルーティ

ン機能を担う製造子会社は他社よりも優れた生産

方法を採用すると利益を増大させることができ，

生産設備の増強・合理化等に支出された有形固定

資産からも残余利益の一部は生み出されるのであ

る。

　また，多国籍企業の活動が高度に統合されてそ

の内部で行われている活動について，外部に独立

企業のベンチマークを見つけ出すことは不可能

であり，機械的に RPSM をあてはめようとする

ことには無理がある。そのため，使用資本利益

率（全体利益分割法 :Overall Profit Split Method，

OPSM）の適用を検討するべきという議論も出て

くる可能性があるからである（森，2014，53 頁）。

2-3.  本稿の方法と課題設定

　そこで，本稿では，OPSM をベースにした利

益分割の方法を用いることにした。OPSM では，

使用総資本を用いた独立企業間価格算定方法を採

用しているので，ルーティンとノンルーティン，

あるいは，（ルーティンとしての）有形資産と

（ノンルーティンとしての）無形資産の区別がな

くなるため，関連するすべての機能や資産に対し

て，一律の利益が配分される（森，2014，52-53

頁）。すなわち，ルーティン機能を担当する子会

社の利益率とノンルーティン機能を担当する親会

社の利益率は等しいと仮定することができる。

　Pa: 子会社の利益，Ka: 子会社の資産，P: 親会

社の利益，K: 親会社の資産とすれば，Pa/Ka=P/

K が成り立つ。この資産ベ－スの利益分割法で

は，利益の調整はコストよりも資産においてなさ

れるということである。例えば，子会社の資産の

価値が調整され，10％上昇したならば，その利益

も 10％上昇することになる。すなわち，資産の

規模に応じて利益を獲得することが前提となって

いる（Klemm et al.，1995）。

　森によれば，「国をまたがる複数の企業間での

連結利益の帰属先を決定する利益分割法では，当

該事業の使用資本と営業利益の関係，すなわち使

用資本利益率を指標として用い，各企業の使用資

本に対して基本的には等しい利益率で分割がなさ

れる」（森，1996b，24 頁）からである。

　OPSM を用いると，各関連事業者の無形資産

が増えた場合，各関連事業者の使用資本が増える

ことから，各関連事業者は無形資産を含む経済活

動からのリタ－ンを得ることができる。これによ

り，RPSM の分割要因である無形資産への対応も

可能となる。また，無形資産を持たない関連事業

者の場合，設備投資によって経営成果を向上させ

ると，有形固定資産が増えることから，使用資本

が増加し，それに伴い，そのリタ－ンである利益

を獲得することができる。

　以上の考察を踏まえ，本稿の課題は次のように

設定することができる。まず，本稿では，内部振

替価格を製造部門（製造子会社）と本社の取引に

限定したうえで，OPSM の視点から営業利益は
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工場利益と本社利益にどのように分割されるのか

を明らかにする。次に，村田製作所の財務データ

をもとに工場利益と本社利益を算出する。さら

に，工場利益と本社利益をもとに製造部門（製造

子会社）と研究開発部門はどのような指標でそれ

ぞれの部門の業績を評価することができるのかに

ついて明らかにする。

3. 使用資本利益率と利益分割

　公表されている財務データをもとに工場利益と

本社利益は次のような方法で算出することができ

る。まず，営業利益は経営資本が生み出したもの

であり，経営資本は生産資本（製造子会社）と本

社資本（本社部門 : 販売部門，研究開発部門，管

理部門）からなると仮定する。

　生産資本は売上高（生産物価値）と売上総利益

を創出し，本社資本は売上総利益の配分に与ると

する。生産資本は，売上高（生産物価値）から売

上原価を控除した売上総利益を獲得できるので

あるが，生産された製品が顧客に販売されるに

は，販売部門の関与が必要となる。また，製造子

会社で製品を生産するには，本社の研究開発部門

や管理部門の支援も必要であり，製造子会社は本

社に対して技術料（本社ロイヤルティと事業部の

商品部ロイヤルティ）と経営料（配賦販管費）を

支払っている。このように，本社資本は売上総利

益の配分に関与することにより，営業粗利益を獲

得している。ただし，本社資本が獲得する営業粗

利益は本社資本にとっては利益ではなく収益であ

る。この営業粗利益から販管費と研究開発費（基

礎研究費）が控除され，本社資本は本社利益を獲

得することができる。

　それでは，工場利益と本社利益はどのようにし

て算出することができるのであろうか。本稿で

は，生産資本と本社資本の合計を経営資本とみな

す。それにより，経営資本営業利益率（営業利益

／経営資本× 100（％））を計算し，生産資本と

本社資本はその資本の大きさに経営資本営業利益

率を乗じて工場利益並びに本社利益を獲得するこ

とができるのである。

　経営資本については，桜井（2017）の方法に

よって計算することができる。桜井によれば，企

業の使用総資本は，企業の本来の営業活動に投下

された部分としての経営資本と，余剰資金を運用

する金融活動に投下された部分としての金融活動

資本に区別することができる。したがって，使用

総資本額から金融活動資本を控除した残額を経営

資本として算出することができる。

　生産資本については，本稿では，売上債権と棚

卸資産に有形固定資産（未償却残高）の 50％を

加算して計算している（4）。有形固定資産の 50％

が生産資本で利用され，残りの 50％が本社資本

で利用されていると仮定している。

　本社資本については，のれんとその他無形固定

資産を本社資本に含めている。まず，のれんにつ

いては，M&A によって発生したものであり，経

営者（本社）の意志が反映されていること（山

本，2018）。さらに，村田製作所では，のれんと

のれんの減損損失を発生した事柄に対応させてコ

ンポーネント（コンデンサ，圧電製品など）とモ

ジュール（通信モジュ－ル，電源など）の各事業

部門に配分し，管理している（5）。これは，のれん

の価値を推定し，その評価額を切り下げて減損損

失を計上する裁量が経営者（本社）に与えられて

いるからである（宮宇地，2017）。

　その他無形固定資産については，ソフトウェ

ア，顧客関係，技術，特許が含まれている。これ

らの無形固定資産は，通常，親会社（本社）が法

的所有者であり，その実施権が製造子会社に供与

されている。そのため，製造子会社は，これらの

無形固定資産を用いて本社から支援を受けた場合

には，その対価として技術料や経営料を支払わな

ければならない。このことから，その他無形固定

資産についても本社資本に含めることにした。

　本社資本は経営資本から生産資本を控除して計

算する。したがって，本社資本には既述した有形

固定資産とのれんとその他無形固定資産が含まれ

ている。
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工場利益と本社利益にどのように分割されるのか
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4. 村田製作所の業績評価

　村田製作所の経営資本営業利益率を同業他社と

比較したのが表 1である。同社では，経営資本営

業利益率が 20％前後で推移し，電子機器部品業

界の平均が 10％前後の水準で推移していること

から，同社の本業の収益性はかなり高い水準にあ

るといえる。

　経営資本が生み出した営業利益並びにその構成

要素である工場利益と本社利益はどのように推移

しているのであろうか。表 2によると，営業利益

は，2008 年度のリーマンショック時に赤字になっ

たが，その後回復し，2014 年度に急増し，2015

年度にピークを迎え，その後，減少している。工

場利益と本社利益も営業利益と同様の推移を示し

ている。また，営業利益の利益分割は工場利益と

本社利益の比で 7：3の割合で推移している。

　それでは，村田製作所では部門損益である製造

部門（製造子会社）と研究開発部門の業績はどの

ように評価されているのであろうか。

4-1.　製造部門（製造子会社）の業績評価

　村田製作所では，営業利益の約 7割である工場

利益が製造部門（製造子会社）から生み出されて

いる。同社では，工場利益を生み出すために設備

投資を重視しており，成長と利益の源泉として設

備投資が位置づけられている（6）。本稿では，設備

投資の動向を踏まえて，製造部門の業績評価を行

う。

　村田製作所の年度別の設備投資の総額と製造部

門への投資である生産設備の増強・合理化等につ

表１　経営資本営業利益率の推移

表２　工場利益と本社利益の推移

表３　設備投資の推移
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いてみると（表 3），企業全体の設備投資は 2014

年度以降増加している。特に，製造部門への設備

投資である生産設備の増強・合理化等が 2015 年

度に増加し，2017 年度に急増している。しかも，

研究開発用設備の増強も 2015 年度以降実施され

ている。

　それでは，設備投資の経済計算は財務データを

もとにどのように行うことができるのであろう

か。村田製作所では，独自の会計的利益率法と回

収期間法を用いて設備投資経済計算を行ってい

る。ここでは，同社の投資利益率と回収期間につ

いて考察する。

　投資利益率＝年間増分利益／設備投資額× 100

（％）で表せる。この指標は，当該設備投資に投

じた投資額が，1年間で新たにどの程度の利益を

生み出すのかを，投資額に対する増分利益の比で

表したものである（泉谷，2001，279 頁）。

　本稿では，当該年度の年間増分利益を製造部門

の工場利益の対前年度増加額として計算している
（7）。当該年度の設備投資額の数値は製造部門への

投資である「生産設備の増強・合理化等」の数値

を用いる。ただし，当該年度の投資は翌年度にそ

の成果が表れるものとして計算する。したがっ

て，投資利益率＝当該年度の年間増分利益／生産

設備の増強・合理化等（前年度）× 100（％）で

表す。

　投資利益率についてみると，次のような特徴

がみられる（表 4）。投資利益率は，2015 年度ま

では，2007 年度，2008 年度（リーマンショック

時）と 2011 年度のマイナスを除き，同社が目標

としている 10％の水準を上回っている。しかし，

2015 年度以降は生産設備の増強・合理化等の設

備投資が急増したために，2016 年度と 2017 年度

には投資利益率がマイナスになっている。これ

は，技術難度の高い新製品の立ち上げの遅れに伴

う製造費用の増加，新製品の生産拡大に係る建物

及び生産設備を中心とした減価償却費や設備関連

費用が増加したからである（『有価証券報告書』，

2017 年版）。このため，同社は設備投資を回収す

るために，2018 年度に部品の値上げを行った。

　同社では，スマートフォンの高機能化に伴い部

品点数も増え，さらに自動車向けの需要が急拡大

しており，増産投資を行っている。同社が製品の

値上げをしたのは，原材料が値上がりする中で，

大きな設備投資をしており，健全な経営をするこ

とが難しくなったためである（8）。同社の村田恒夫

会長兼社長は，「生産量を増やすために再投資す

ると，現状の価格では採算が取れない状況でし

た。そこで再投資を可能にしていくために価格の

是正をお願いしたのです」（9）と述べている。

　次に回収期間について考察する。回収期間

（月）＝設備投資額／（月間増分利益＋月間増分減

価償却費）で表せる。これは，当該設備が新たに

生み出す内部留保の増加額により，設備投資額を

全額回収するために何か月かかるかを表す。すな

わち，キャッシュフローベースでの回収期間であ

る（泉谷，2001，280 頁）。本稿では，回収期間

＝生産設備の増強・合理化等（前年度）／（月間増

分利益＋月間増分減価償却費）で計算する。ただ

し，月間増分減価償却費については，設備の使用

期間を 3年として計算している。

　同社の回収期間についてみると（表 4），2015

表４　設備投資経済計算
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年度までは，月間増分利益がマイナスの年度もあ

るので，2008 年度と 2011 年度にマイナスとなっ

ているが，同社が目標としている 36 ヶ月以内で

設備投資額がほぼ回収されている。ただし，2016

年度と 2017 年度の回収期間については問題が発

生している。

　このように，村田製作所では，設備投資が設備

投資経済計算によって管理され，工場利益の創出

に貢献している。そのことにより，同社では景気

の如何に関わらず，設備投資を継続的に行うこと

ができているといえる。しかし、2016 年度以降，

投資利益率と回収期間が悪化しており，対策を講

じなければならない状況にある。

4-2.　研究開発部門の業績評価

　研究開発費の推移についてみると（表 5），研

究開発費は，年度を追って増加しており，この

12 年間で約 2倍以上増加している。コンポ－ネ

ント（コンデンサ，圧電製品など）の研究開発費

は，2008 年度～ 2017 年度までの間に約 2倍増加

している。モジュ－ル（通信モジュール，電源な

ど）の研究開発費は，約 3倍増加している。さら

に，注目すべき点は，基礎研究費を確保している

ことである。基礎研究費／研究開発費は電子部

品・デバイス・電子回路製造業で約 7％となって

おり，同社ではこの比率が 20％前後と極めて高

い比率で推移している。

　この基礎研究費はどのような分野に投資されて

いるのであろうか。村田製作所では，「新しい電

子機器は新しい電子部品から，新しい電子部品は

新しい材料から」を基本理念としており，同社に

とって材料の開発は重要である。同社のセラミッ

ク材料の研究開発においては，諸物性の理解，予

測，設計に先端的な計算科学技術が駆使されてい

る。同社では，このような分野に基礎研究費を投

資することにより，データ科学の基盤となってい

る数学・数理学を化学と物理学と連携させ，異次

元のイノベーションを実践しようとしている（檜

貝，2017）。

　次に，研究開発部門の業績について考察する。

村田製作所では，基礎研究費を除く研究開発費は

製造部門で生産する製品に配賦されている。した

がって，基礎研究費については，顧客への販売価

格から製造部門（製造子会社）が販売部門に供給

する価格を引いた営業粗利益から回収されなけれ

ばならない。ただし，財務データでは，基礎研究

費を含む研究開発費が製品へ配賦されておらず，

売上原価には研究開発費が含まれていない。この

ため財務データを用いた分析では，基礎研究費を

含む研究開発費は営業粗利益によって賄われてい

ると仮定する。

　さらに，研究開発部門は本社部門に属し，本社

部門も損益部門であると仮定する。そのため，本

社部門は本社利益を創出しなければならならず，

研究開発部門も効率的に運営されなければならな

い。

　以上のことから，研究開発部門の業績を評価す

るためには，研究開発費がどのように営業粗利益

によって賄われているのかの指標である研究開発

費対営業粗利益比率（研究開発費／営業粗利益×

100（％））と研究開発費が本社利益をどのように

生み出しているのかの指標である研究開発効率

（本社利益／研究開発費）の 2つの指標について

考察する。

表５　研究開発費の推移
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　村田製作所では，研究開発費はこの 12 年間で

約 2倍増加し，営業粗利益についても約 2倍増加

している。このため，研究開発費対営業粗利益比

率は，30％前後で推移しており，大きな変化はみ

られない（表 6）。研究開発投資が継続的に行わ

れているのは，研究開発費が営業粗利益によって

賄われているからである。ただし，この指標には

問題も含まれている。なぜなら，業績が悪化した

企業では売上高が減少し，それにともない営業粗

利益も減少し，研究開発費が削減された場合，こ

の研究開発費対営業粗利益比率は一定の水準で推

移するからである。

　次に，研究開発効率について考察する。研究開

発の効率性を評価する指標としては，研究開発効

率＝ 5年間の累積アウトプット（売上や利益）／

その前の 5年間の累積インプット（研究開発費や

研究開発時間）がある。研究開発活動について

は，インプットを投入してからアウトプットが利

益に貢献するまでの時間が長く，インプットとア

ウトプットの間にタイムラグがあることをこの指

標は表している（伊丹・青木，2016，296-298 頁）。

　ただし，この指標には，研究開発部門とその他

の職能部門がどのように連携して利益を獲得して

いるのかが示されていない。研究開発部門が属す

る本社部門はコストセンターであると同時にプロ

フィットセンターであり，本社利益を創出しなけ

ればならない。このことから，研究開発部門の業

績は，研究開発効率（本社利益／研究開発費）で

評価することができる。表 6によると，研究開発

効率は，2008 年度のリーマンショック時にマイ

ナスとなり，その後低迷を続け，2013 年度から

上昇したが，2016 年度から低下している。

　それでは，研究開発効率の分子である本社利益

と本稿で提示した研究開発効率とはどのような概

念なのであろうか。本社利益は，営業粗利益から

販管費と研究開発費を控除したものである。その

ため，本社利益の源泉である営業粗利益，それに

関与している販売部門の職能が問題となる。

　すでに述べたように，営業粗利益は販売部門

（本社部門）の収益である。同社では，販売部門

の業績は，営業粗利益額ではなく，販売手数料収

入で評価されている。販売手数料収入は，販売手

数料収入＝連結限界利益× X％（連結限界利益の

販売部門への配分率）で表される。これは，販売

手数料収入＝（売上高× X％×工場限界利益率）

（A 項）＋（営業粗利益× X％×工場変動費比率）

（B 項）として計算される（10）。A 項は，工場の限

界利益から販売部門の運営費に配分する部分であ

り，B 項は，営業粗利益から販売部門の運営費に

配分する部分である。A 項については，販売部門

が売上高を伸ばせば，この部分の販売手数料が増

加する。これにより，工場の操業度を上げること

ができ，収益の安定化が図られる。B 項について

は，営業粗利益を伸ばせば，販売手数料が増加

し，適正水準の販売価格を維持することができる

（泉谷，2001，110-111 頁）。

　このように，本社の販売部門は製造部門（製造

子会社）の工場利益と本社部門の本社利益の創出

に関与している。したがって，本社部門の本社利

益は，研究／開発／生産／販売の各職能部門の競

争力と総合力によって生み出されたものである

といえる。この総合力を生み出すために，同社

では，2004 年頃から風土改革に取り組み，2005

年から将来開発力強化（A NEW）運動が展開さ

れている（藤田，2017;FMIC 未来はじめ研究所，

2015）。そこでは，部門の壁を取り払い，大部屋

マネジメントが行われている。製造部門と設計部

門が協働で新商品をつくりあげたり，研究開発と

営業が交流する場が設けられたり，事業部と事業

所（11）の連携によりバリューチェーンの強化が図

られている。これらの活動が本社利益の創出につ

ながっている。

　本稿では，研究開発効率の指標として，研究開

発費を株価と関連づける（Lev and Gu，2016）の

表６　研究開発部門の業績評価
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　村田製作所では，研究開発費はこの 12 年間で
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研究開発時間）がある。研究開発活動について

は，インプットを投入してからアウトプットが利

益に貢献するまでの時間が長く，インプットとア
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標は表している（伊丹・青木，2016，296-298 頁）。

　ただし，この指標には，研究開発部門とその他

の職能部門がどのように連携して利益を獲得して

いるのかが示されていない。研究開発部門が属す

る本社部門はコストセンターであると同時にプロ

フィットセンターであり，本社利益を創出しなけ

ればならない。このことから，研究開発部門の業

績は，研究開発効率（本社利益／研究開発費）で

評価することができる。表 6によると，研究開発

効率は，2008 年度のリーマンショック時にマイ

ナスとなり，その後低迷を続け，2013 年度から

上昇したが，2016 年度から低下している。

　それでは，研究開発効率の分子である本社利益

と本稿で提示した研究開発効率とはどのような概

念なのであろうか。本社利益は，営業粗利益から

販管費と研究開発費を控除したものである。その

ため，本社利益の源泉である営業粗利益，それに

関与している販売部門の職能が問題となる。

　すでに述べたように，営業粗利益は販売部門

（本社部門）の収益である。同社では，販売部門

の業績は，営業粗利益額ではなく，販売手数料収

入で評価されている。販売手数料収入は，販売手

数料収入＝連結限界利益× X％（連結限界利益の

販売部門への配分率）で表される。これは，販売

手数料収入＝（売上高× X％×工場限界利益率）

（A 項）＋（営業粗利益× X％×工場変動費比率）

（B 項）として計算される（10）。A 項は，工場の限

界利益から販売部門の運営費に配分する部分であ

り，B 項は，営業粗利益から販売部門の運営費に

配分する部分である。A 項については，販売部門

が売上高を伸ばせば，この部分の販売手数料が増

加する。これにより，工場の操業度を上げること

ができ，収益の安定化が図られる。B 項について

は，営業粗利益を伸ばせば，販売手数料が増加

し，適正水準の販売価格を維持することができる

（泉谷，2001，110-111 頁）。

　このように，本社の販売部門は製造部門（製造

子会社）の工場利益と本社部門の本社利益の創出

に関与している。したがって，本社部門の本社利

益は，研究／開発／生産／販売の各職能部門の競

争力と総合力によって生み出されたものである

といえる。この総合力を生み出すために，同社

では，2004 年頃から風土改革に取り組み，2005

年から将来開発力強化（A NEW）運動が展開さ

れている（藤田，2017;FMIC 未来はじめ研究所，

2015）。そこでは，部門の壁を取り払い，大部屋

マネジメントが行われている。製造部門と設計部

門が協働で新商品をつくりあげたり，研究開発と

営業が交流する場が設けられたり，事業部と事業

所（11）の連携によりバリューチェーンの強化が図

られている。これらの活動が本社利益の創出につ

ながっている。

　本稿では，研究開発効率の指標として，研究開

発費を株価と関連づける（Lev and Gu，2016）の

表６　研究開発部門の業績評価
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ではなく，本社利益と対比している。それは，本

社利益が各職能部門の連携によって生み出された

ものであり，研究開発部門が他の職能部門といか

に連携して本社利益の創出に貢献しているのかを

本稿の研究開発効率の指標で示すことができるか

らである。同社では，研究開発効率が 2008 年度

のリーマンショック時に減少するが，2014 年度

からはそれ以前の水準を達成しており，研究開発

部門が他の職能部門と連携して本社利益の創出に

貢献しているといえる。

　

5. 結　論

　本稿を通じて明らかにしたことは次の点であ

る。第 1に，村田製作所では，内部振替価格を通

じて製造部門（製造子会社）は工場利益を獲得

し，研究開発部門が属する本社部門は本社利益を

獲得している。工場利益と本社利益は，経営資本

を構成する生産資本と本社資本に経営資本営業利

益率を乗じることにより算出することができる。

　第 2に，工場利益と本社利益にもとづいて製造

部門（製造子会社）と研究開発部門の業績評価を

行った。製造部門の業績を評価するうえで，工場

利益の創出に設備投資が関与していることから，

設備投資経済計算（投資利益利率，回収期間）に

ついて考察した。同社では設備投資が設備投資経

済計算によって管理されている。ただし，2016

年度以降，投資利益率と回収期間に問題が生じて

いる。

　さらに，研究開発部門の業績指標として，研究

開発効率（本社利益／研究開発費）という新たな

指標を作成した。本社利益は職能部門の競争力と

総合力の指標であることから，研究開発部門は，

他の職能部門と連携し，本社利益の増大に寄与し

なければならない。同社では，研究開発効率が

2015 年度を境に，2016 年度と 2017 年度に低下し

ている。これは，2015 年度と 2017 年度に大型の

設備投資を行ったために，製造費用が増加し，売

上総利益が減少し，営業粗利益も減少したことか

ら，本社利益も減少したためである。このよう

に，設備投資の動向は，研究開発効率にも影響し

ているのである。

　本稿では，村田製作所で使用されている「利

益」をもとに製造部門（製造子会社）と研究開発

部門の業績評価を行った。製造部門に投資されて

いる設備投資と研究開発部門に投資されている研

究開発費については，「利益」の視点からその投

資の効率性を評価することができる。

　現在，会計情報の有用性が問われているが，財

務データを「利益」の視点から捉えなおすことに

より企業の実態を明らかにすることができる。そ

の意味で，今回新たに提示した業績評価指標は他

の企業の業績を評価するうえでどのような有効性

があるのかを検証することが本稿の残された課題

である。

《注》

（ 1）ここでは，仮設の事例として，企業における工

程間の振替価格について考察する。ある企業の年

平均使用資本利益率を 15％とし，標準利益の総量

を一定とする。この企業のある工程の前貸資本を

100 とし，この工程の完成品の標準原価を 100 とす

れば，この完成品の標準原価に付加する標準利益

の量は 15（＝ 100 × 0.15）となる。この完成品が

年に 1回転するとすれば，この工程の前貸資本は，

次の工程に 115（＝ 100 ＋ 15）の価格でこの完成

品を販売することになる。

　　　もし，この工程の完成品が年に 5回転するとす

れば，この工程の前貸資本は，標準原価 100 の完

成品を 103 の価格で年に 5度販売することになる。

その結果，１年間の標準原価の合計は 500 で，こ

の工程の売上価格の合計は 515 となり，標準利益

の総計はその差 15 となる。

　　　年に１度しか回転しない前貸資本は，標準原価

に年平均使用資本利益率（15％）を付加した価格

でその完成品を売る。これに対して，1 年に 5回転

する前貸資本は，完成品をその１回転ごとに完成

品の標準原価に年平均使用資本利益率 15％の 1/5，
すなわち，3％をもって計算された標準利益を付け

加えるのである。

　　　このように，工程で付加される標準利益は，企

業の標準利益の総量を一定とすれば，その工程の

前貸資本の回転度数に逆比例している。別言すれ

ば，この工程の 3％は次の式で表すことができる。
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年平均使用資本利益率（15％）÷使用資本回転率

（5）＝売上高利益率（3％）。また，この工程の実際

の使用資本利益率が 20％で，標準の使用資本回転

率が 5回転であるとすれば，完成品は売上高利益

率 4％の利益を付加した価格で次工程に販売される

のである。

（ 2）Transfer Pricing という用語は，管理会計では

「振替価格」と呼び，租税法では「移転価格」と

呼ばれている（望月，2007，147 頁）。Transfer 
Pricing を数理計画法で研究している文献として，

Johnson et al.(2016)，Dutta and Reichelstein (2010)， 
Pfeiffer et al.(2011) がある。

（ 3）日本についてみると，2011 年度税制改正前で

は，「重要な無形資産」から生じた所得が残余利

益であるとされていたが，2011 年度に税制改正が

行われ，残余利益については次のように改められ

た。残余利益は，関連当事者が「独自の機能」を

果たし独自の価値ある寄与によりこれらの者に生

じた所得となった。改正後は，比較対象法人と検

証対象法人間の通常の機能の差異は基本的利益の

算定において考慮されるが，独自の機能の貢献に

より生じた利益は残余利益に含まれることになっ

た（藤枝，2016，192 頁）。

　　　独自の機能とは，日本法人の研究開発活動に

よって生み出された独自技術，国外子会社の広告

宣伝等によって形成された，基本的活動のみを行

う法人よりも高い製品認知度や充実した小売店舗

網が挙げられている。

　　　このように，税制の改正により，残余利益の分

割要因が「重要な無形資産」から「独自の機能」

に変更されたが，両者は相当程度重なっており，

「重要な無形資産」を包摂する「独自の機能」と

いう独特の用語が採用されている（藤枝，2016，

193-194 頁）。

（ 4）村田製作所では，製造部門の使用資本として，

売上債権と棚卸資産，機械装置や建物等の生産活

動に必要なすべての固定資産を含めている。同社

では，売上債権や棚卸資産は実際の値ではなく標

準の回転率から設定されている。また，固定資産

は計算時点の簿価ではなく，再取得価格と残存価

格との平均値を用いている。簿価を使用すると，

固定資産の償却によって使用資本から計算される

標準利益が年々変化してしまい，標準値として相

応しくないためこれを平均化して計算している

（泉谷，2001，82 頁）。

　　　生産資本を算出するためには，村田製作所で使

用されている方法を用いなければならない。しか

し，この方法で生産資本を算出すると，桜井の方

法で求めた生産資本と一致させることができない。

なぜなら，桜井の方法では，使用総資産の有形固

定資産が未償却残高（簿価）で計算されているか

らである。そのため，本稿では，村田製作所の方

法を採用していない。

（ 5）村田製作所の M&A についてみると，2011 年度

～ 2017 年度までに 8社を買収し，総額 1000 億円

ほど投資している。この M&A にともない，2017

年度にはのれん（取得価額）89,423 百万円を計

上し，コンポ－ネントとモジュ－ルにそれぞれ，

23,513 百万円，65,910 百万円を配分している。ま

た，のれんの減損損失累計額（2017 年度）は△

12,509 百万円であり，コンポ－ネントで△ 2,096
百万円，モジュ－ルで△ 10,413 百万円を計上して

いる（『有価証券報告書』各年版）。

（ 6）「企業は，競争力を確保して事業規模を維持，拡

大していくために，既存製品の生産能力を増強し

ていくだけでなく，新製品の開発と量産化を他社

に先駆けて行わなければならない。さらに，製造

コストの引き下げのために合理化を行い，顧客が

要求する販売価格の値下げに対応したり，自らの

利益の拡大を目指す。これらのために，企業は，

常に設備投資を行っていく」（泉谷，2001，240 頁）。

（ 7）村田製作所では，投資をしない場合と投資をし

た場合の製造部門の営業利益の増分を増分利益と

して計算している（泉谷，2001，269 頁）。

（ 8）『エコノミスト』2018 年 10 月 30 日号，36 頁。

（ 9）『日経コンピュータ』2018 年 8 月 16 日号，55 頁。

（10）図 1を用いて販売手数料収入を計算すると，次

のようになる。

　　販売手数料収入＝連結限界利益（B ＋ C）× X％
　　

＝
（B＋C）×（A＋B）

×X％
　　　　　 A ＋ B
　　

＝
（A＋B＋C）×B＋CA

×X％
　　　　　　A＋B
　　

＝（A＋B＋C）×X％×
    B   

＋C×X％×
    A    

　　　　　　　　　　　  A＋B　　　　      A＋B
　　　　　　　　　　　　  ↓　　　　　　   ↓
　　　　　　　　　  工場限界利益率　工場変動費比率

（11）事業所は，村田製作所の製造部門（八日市事業

所）と子会社を意味する（廣本，2009，183 頁）。
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　　This paper examines the relationship between management functions and the profits thus generated 

in Murata Manufacturing Co.,Ltd.

　　The fabrication sector (manufacturing subsidiary) acquires the factory’s profits in this company 

through internal transfer pricing, while the headquarters,which includes R&D, keeps its own profits. 

　　The capital investment economic calculation (return on investment and collection period) was 

considered from the perspective of capital investment because the achievement of the fabrication sector 

was evaluated in the creation of the factory’s profits. Capital investment is managed through an economic 

calculation of capital investment in this company. However, problems have occurred from the return on 

investment and the collection period because of the company’s large-scale capital investment after fiscal 

year 2015. 

　　In addition, a new index of R&D efficiency (headquarters’ pofits/research and development spending) 

was used as performance metrics for the R&D section. R&D efficiency has declined in this company on the 

edge of fiscal year 2015, in fiscal year 2016 and in fiscal year 2017. This is because the headquarters’ profits 

decreased due to increased manufacturing costs because of the large-scale capital investment in fiscal 

years 2015 and 2017, reduced gross profits, and a drop also in the gross operating profit. Thus, trends in 

capital investment influence R&D efficiency.

Keywords: internal transfer pricing, profit split, return on investment, collection period, R&D efficiency

《Summary》

Performance evaluation in Murata Manufacturing Co.,Ltd.:

A study of an internal transfer pricing system
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